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a 財務資本および財務資源の管理にかかわる情報 (the trapezitic function 
of management) 1) 
b.生産要素の効率的な割当てを管理するための情報 (thecatallactic func-
tion of management)2) 
c. 技術によっておこる寡占・独占の状態を管躍するための情報 (theplastic 










鞘取りの利益は， W.Sジェヴオンスの商品価格における 物価法則 (Law
of Indifference) に従う。それは， i同じ解放市場において同時に，同じ商品
についての異なった価格がありえない。J"このジェウ、オンズの法則の意味は，
長期に渡ってω鞘取りの利益が徐々に減少してゆくのが避けられないというこ
1) ここでは thetrapezitic function of managementは財務資源にかかわる管理の機能を意味
すゐ。 Trapeziticは古典ギりレ/ャ語の「財務的」とL、う1:味の話実から派生した。
2) the catal1actic function of managementは生産要素を効率的に交換する管理の機能を芯時す
る。 Catallacticは古典ギリシ+語の|交換」とし、う意味の語草から派生し』故初に Rlchard
Whatelyによって経世学に導入された。 RichardWhately， Introductory Lectures on Polttical 
Ec叩 om:y，1831; Israel M. Kirzner， Perception， Opportuntty， and Profit: S向出町四 'h，
Thenryο)f Entrepreneurshit. Chicago， Chicago University Press. 1979. p. 87を参聞のこと。
3) the plastic function of managementは経営者の創造的な機能を意味する。 Plasticは古典ギ
リシャ詰の「創造酌」をE瓜する語事から派生。
4) Stanley W. Jevon!l， The Theory 01 Po/itical Economy， Pelican books， p.138 
5) ，長期ι渡っ cJ= rin the long runJ“a tirne periuu relalilJg lo Lhe proce:s of produc-/， 






ヴェーションの利益は，ジェウゃォ Yスの 物 価法則 (Lawof Indifference) 
に従わない。というのは，イノずェーションは市場の状態を抜本的に変化させ
不均衡の状態のなかで新Lc、利益の状態をヨ|き起こすからである 630 鞘取りと












の利益が含まれ (A-B) そして C は技術によって起こる寡占・独占から
の利益を恵味する。
lV. 典型的な鞘取りの活動を行う企業は，おそらく銀行，商社，垂直的・水
¥tlQn during which there is time to vary all foctors of productω1， but 710t sufficient time 
to change the basic tec加o!ogicalprocessing being u.sed _. ." D. V. Pearce Ced)， Diction 
ary 0/ Modern Economics， London， Macmillan， 1081， p.250 




















































たのを見逃した~)o R. Z アリバーw，は米企業の地理的発展を説明することに
7) C. Kindleberger，“ The Monopolistic Theory of Direct Forcign Invcstmcnt "， in G. 
Modelski Ced)， Transnational Corporations and World Order， S心nFrancisco， Free man 
.auJ Co.， 1979， p. 91-107 
8) M. Ghertman， M. Allen， An Introduction to the Mult叩ationals，London，恥1acmil1an，
1984， p. 1-30 
9) 例えば Bayer (1863)， Solvay (1881)， S.A. Cockerill (1815)， Linde Gas 


















完全市場の存在を明白に認識したO そこにおいて， (a)はイノヴェーショ Yの意





11) R. V町 non，“ InternationalInvestment and International Trade in the Product Cycle" 
in Quarterly Journal 0/五C開 omics，vol. 80， p.191-2侃
12) R. Vernon，“The Pro占uctCycJe Hypothesis in a New International Environment "，
Oxford Bulletin ザ Economicsand Stat川 ics，vol. 41， p.255-267. 
13) J. E. Parker， The Economics 0/ 1ηnovation. New York. Longman. 1978. p. 147-249 
14) O. Williamson， Market叩 dHierarchies: Analysis and Antitrust Implications， New 
York， The Ftee Press， 1975 











長期に渡ってその商業ベースを縮小してゆ< (Mundell Substitution Relation~ 








あるが，明らかに].E. パ カ ，R ベルノンを除〈大部分の学者は，鞘取
りの利益によヮて企業の地理的展開を説明Lてきたu 多国籍化の分析への選択
的なアプローチ (selective approach) を説明するには 2つの理由がある。第
一に，古典的経済学は成長要因ではあるが，系統的な分析が行なわれにくい企
15) J. E. Parker， 0 ι，“ escape ancl capture mechanism"， p.250-257. 
16) T; Ozawa， Multinatiσnalism. Japanel>e Style， Princeton University Press， 1979 
17) K. Kojima， Japaπese Direct Foreign Investme耽 A Model of Multinatωnal B別問'"

























18) lndicators 01 Science and Techrwl，叩，東京，科学技術庁計画局紙 1983，p. 49 
19) C.Freeman， The Economics of Industrial 1ηnovαtion， London. Fr.ances Printers， 1982， p 
24; R. Caves， Multinational Enterprise and Economic Analysis， Carnbridge University 
Pres丸 1982，p. 195-223 






B.サンプノレ フレーム (:;aIIlIJlingframe) 
フォーチュ-:/雑誌に掲載された 500米企業(1982) とその他の 500の企業
(1981)から芳上高の順序で700企業が選択され，それを国別にグループ分け
し，分析した。企業k関する資料l士次のものに基づいた。
フ司ーチ t ーγ雑誌(1982. 1981) 
Jane's Major Companies of Europe (1980) 
Moodies Investment Book of America， B工itainand Europe (1980) 
Top 2000 ]apanese Companies (]apan Times 1983) 











20) 定義された多回答化は operatingdefin山 onであり曲の研究者もこれに言及している。 P.J 
Buckley， M. Casson， The EC0710mic Theory 01 Mult訓 ationalE-叫 erprise，London， Macmillan， 
19-85， p. 1を参照。
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表 1 フォ チューン雑誌に載った7凹企業 C国別1
国 籍 企業数 パーセント ランキング
うを 国 297 42.30 l 
臼 本 97 13.82 2 
英 国 77 10.97 3 
西 独 53 7.55 4 
イム 33 'h70 5 
カ ナ ダ 27 3.85 6 
スウェ F デン 1自 2.56 7 
オランダ 11 1.57 8.5 
イタリア 11 1.57 日5
韓 国 10 1.42 10.5 
ス イ 3ミ 10 1.42 10.5 
スベイン 9 1.28 12 
ベノレギ 7 1.00 13 
そ lJl 他 42 !'i.9R 
ムロ 計 702 日9.99
衰2 経済地域による企業の数
経済地域 企業数 パーセント
米 国・刃ナダ 324 46.15 
出 吹 238 33.90 
日本・韓国・ ASEAN 110 15.67 
南 米 12 1.71 
ア フ り カ 8 1.14 
中近東・インド 7 1.00 
オーストラリア 3 43 
















合 言十 347(347) 355(355) 702 
ヰ括弧におる数字は帰無但説による度数である。















































研究集約的企業 (RI) 研究非集約的企業 (NRI) 合計
21(17.44) 7(10.57) 28 
4( 4.98) 4( 3.02) 8 
8(10.58) 9( 6.42) 17 




研究集約的企業 (RI) 研究非集約的企業 (NRI) 合計
グロ ーパル 11(7.64) 3(6.36) 14 
トランスナ・ンョナル 3(3.82) 4(3.18) 7 
ナショ ナル 4(6.55) 8(5.45) 12 
ムロ E十 18 (18) 15 (15) 33 
カイ 2乗数値同上
表 8 研究活動費からみた加企業の地理的展開
研究集約的企業 (RI) 研究非集約的企業 (NRI) 合計
グロ ーバル 1 (1.30) 4( 3.70) 5 
トランスナショナル 1(2.07) 7( 5.9o) 8 
ナ γ 昆 ナ ル 5(3.63) 9(10.37) 14 
合 E十 7(7) 20(20) 27 
カイ2*数億向上
衰 9 研究活動費からみた発展途上国の企業の地理的展開
研究集約的企業 (RI) 研究非集約的企業 (NRI) 合計
グロ - ノミ ノレ 2( .79) 1( 2.21) 3 
トランスナショナル 2(1.57) 4( 4.43) 6 
ナ γ ヨ ナル 7(8.6") 26(24.36) 33 
ム口 百十 11(11) 31(31) 42 
カイ 2乗数値同上











グロ ーバル 23(18.28) 21(25.71) 44 
トヲンスナショナfレ 5( 5.40) R( 7.60) 13 
ナ γ ョナル 4( 8.31) 16(11.69) 20 
合 32(32) 45(45) 77 










21) C. Kindleberger， D. B. Audretch， The Multinωional C.切torationin the 198ぴs，Cam 
bridge. MA， MT Press， 1982. p. 337-342. 
22) F. Perroux.“Esquis;se d'une Theorie de l'Econo即時 Dominante" in Economie Appliquee， 











































車品 出 率 227 1 
外国人株主率 150 -.119 
系 列 23日 058 























Beta Weight R-C口terion Beta W 申 R-Criterion 
利 1閣 率 089 .120 0107 
事由 出 率 056 114 0061 
外国人株主率 167 -.224 0374 
系 1"U 189 270 0511 








利潤率 輸出卒 株外国主人率 系列 地展理的開
芳リ i同 率
輸 向 市'l'" 321申ヰ 1 
外国人株主率 538宇中市 361中牢
系 列j -.057 245キ -.178 1 


































ノグヱ ションを活動の中心にして，さらにイノヴェ ショ γ による利益を獲
得するために地理的展開を行う。前にも言及したように，ここで下された結論
は，マグロ分析に基づいたものに過ぎない。イノヴェーショ γ利益と鞘取り利
益l主総計されたもの在して扱われたため，現実の各企業の状況を検討しなかっ
た。特にここでふれられていない重要な問題は，鞘取りの利益とイノヴェーシ
ョンの利益聞の最適なパランスであろう。以前にも述べたように双方の利益は
補いあっているが，ここでこの問題を扱う余裕はなかった。この問題について
は，コ γティンジェンシー・アプローチに基ついた研究が望ましいといえる。
そして，ここで特に興味深かったことは，日本の企業の地理的展開のパター y
であった。統計的には相関係数は有意ではなかったが，日本の企業が最近，西
欧の企業のようなパター Yを示しはじめていることが明らかになった。近い将
来，日本の企業の技術ベースが拡大されるにつれて〈特に電子産業)その類似
性は高まってゆくということがし、えるだろう。
52 (346) 第139巻第4・5号
企業の地理的展開について解決されていない問題はまだ多く残り，これから
の研究の焦点、とされてゆ〈 ζ とが期待されるであろう。
